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1．はじめに 

地上より約 400km 上空の低地球軌道上で1985 年から各国共同で建造が進めれられてきた国

際宇宙ステーション(International Space Station: ISS）は、1984 年に当時の米国レーガン大統

領が西側自由主義陣営の宇宙開発における結束を象徴する、その名もフリーダム（Freedom）と

名づけられる宇宙ステーションを軌道上に建設するための国際協力プロジェクトを各国に提唱し

たことから始まった。日本は米国との緊密な関係を背景に当時の中曽根政府によりISS 計画に参

加することが決定され、以降パートナーとして欧州やカナダなどと共に開発に重要な役割を果た

してきた。1993 年、冷戦期には米国に対峙する共産主義陣営のもう一方の雄であったロシアが

ISS 計画における最大のパートナーとして迎え入れられることとなったが、この背景には本プロジ

ェクトのイニシアチブをとり一貫して参加各国を主導してきた米国において、ロシアのミールを用

いた宇宙ステーション運用の知識と経験を合わせ、かつ経費の削減も図る、さらにはロシアから

大量破壊兵器ならびに弾道ミサイル技術の他国への拡散を防ぐと言う安全保障上の判断も働い

たと言われる。現在、米国、日本の他、欧州、カナダ、ロシアなど、中国、インドの一部の国を除く

ほぼすべての宇宙開発を進める主要な国、地域による参加を網羅した国際宇宙プロジェクトに変

貌を遂げた。その一方、ロシアの契約不履行や開発の経費増、さらにはスペースシャトルの事故

などの影響を受けて、計画は再三にわたって見直しや中断が余儀なくされ、開発の遅れから依

然として軌道上施設の完成はまだ道半ばとなっている。 

ロシアの参加した当初は、新たに生じた課題によって開発の遅れなどももたらされたものの、コ

ロンビア事故以降は ISS へのすべての輸送はロシアに依存し、それからの ISS の施設維持、運用

を実際支えたのもまたロシアの参加によるものである。これは、建造手段がスペースシャトルにほ

ぼ全面的に依存していた計画の弱点を露呈した結果であると共に、国際協力の一つの実を上げ

たものとされる。 

2002 年には、米航空宇宙局（National Aeronautics and Space Administration: NASA）の

大幅な予算超過が明らかとなり、ISS 計画の規模の縮小を目的とした見直しが検討された。直後、

2003 年 2 月にスペースシャトル「コロンビア号」の事故が発生し、以後スペースシャトルの運行の

安全が確認されるまで無期限に飛行が停止されたため、ISS の軌道上建設は中断した状態が続

き、スペースシャトルの再開第 1 号の飛行は以降 2 年半ほどたった 2005 年 7 月まで待つことと

なった（STS-114 ミッション）。再開されたスペースシャトル「ディスカバリー 号」も飛行中に燃料タ

ンク断熱材のトラブルが発生し、それに対する安全対策の検討作業の進捗状況などから、再開
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第 2 号のフライト実施は現在 2006 年 5 月の見通しになっている（１）。 

一方この間、中国はコロンビア事故から8 か月後、神舟 5 号で米露に続く世界 3 番目の有人

宇宙飛行を初めて成功させ（２）、また月探査を一つの長期目標として掲げるところとなった（３，

４）。中国の有人ミッション成功から数ヶ月を経た2004 年 1 月、米国においてはブッシュ大統領に

よって新宇宙政策が発表され、2010 年を目処にスペースシャトルの打ち上げ･運用を終了させる

一方、新たに設定された月・火星ミッション計画へ取り組む構想が打ち出された（５）。 

それ以前と比べ計画縮小が格段と進められた 2001 年の ISS 組み立てシークエンスG 改訂の

時点でも、28 回のスペースシャトル飛行が ISS 完成のため予定されていたが（６，７）、スペースシ

ャトルの引退時期が明瞭に規定されて以来、かつての計画で見られたほどの多くの打ち上げ回

数を達成するのは現実的には厳しくなってきた模様である。2006 年 2 月現在、米国はスペース

シャトルの打ち上げ回数を17 回までは確保すべく、2007 年度 NASA 予算の検討を進めていると

の報道もあるものの（１）、状況はなお推移する可能性のあることも否定できない。実際すでに、ス

ペースシャトル打ち上げ削減の見込みによる計画見直しの結果、2005 年 10 月、2.5m-セントリフ

ュージ装置を中核としたセントリフュージ開発計画の中止、セントリフュージ搭載モジュール

（Centrifuge Accommodation Module: CAM）の打ち上げ中止などが NASA において正式に決

定され、参加各国へ連絡された。 

日本のISS計画の経緯を遡ると、1985年5月、わが国の科学技術庁とNASAとの間で宇宙ステ

ーション計画予備設計了解覚書が署名され、正式な参加が決定された。以来ISSの主要構成モ

ジュールとなる日本実験棟（Japanese Experiment Module: JEM, Kibo）の開発を推し進め、後

れて、国産のＨIIAロケット（能力増強型）によるISSへの物資の補給手段を開発することも企画提

案し、宇宙ステーション補給機（H-II Transfer Vehicle: HTV）と呼ばれるシステムの開発も進め

られてきた。さらに1997年9月、参加各国は金銭の授受を最低限に留めつつ技術･労力の提供を

相互に行うという基本方針を元に日米間の調整が行われ、日本がNASAに対してスペースシャト

ルによるJEM打上げ費用を払う代りに、その見返りとして日本側がセントリフュージ施設

(Centrifuge Facility : CF)を構成する主要な3施設を開発し、NASAに提供することが取り決めら

れた。これを受けて、直径が2.5mのセントリフュージローター（Centrifuge Rotor: CR）、ライフサ

イエンスグローブボックス（Life Sciences Globvebox: LSG）、ならびにCAMの開発を日本が担

当するところとなり、以来完成に向けて開発が進められてきた。 

直径が2.5mに及ぶ大型セントリフュージ装置を中核としたセントリフュージ施設は1980年代の

ISS計画の初期段階から、主に重力因子が生物に及ぼす影響を科学的な厳密さを持って解き明

かすことを可能とするため、ISSにおける宇宙生物学研究施設の中核を成すエレメントと位置づけ

られ計画されてきたものである。 

ISS計画は見直し、縮小、開発の遅延に度々見舞われてきたが、見直しの中でセントリフュー

ジ施設の開発にかかる費用の大きさから、削減対象の候補としての検討もくり返し行われてきた。

一方、2001年、国際宇宙ステーション計画のコストと管理に対する独立外部評価委員会

( International Space Station Management and Cost Evaluation Task Force : IMCE) （８）
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や 2002年のISSでの研究に関わる優先順位を勧告するための独立評価組織（Research 

Maximization and Prioritization Task F orce: REMAP) （９） などによる検討も重ねて行われた。

科学的価値、有用性の見地に立って、セントリフュージ施設はISSにおいて開発すべき優先度の

高い施設である旨、NASAから独立した第三者組織から高い評価を受け続けてきた。削減された

全体の予算配分においても、本施設に対しては特に十分な予算措置を講じることが推奨されて

きた結果、度重なる削減対象からその都度辛うじて免れてきたと言える。 

にもかかわらず 、2005年10月、最終的にはセントリフュージ施設の開発の中止が決定されると

ころとなったのは先に述べた通りである。ブッシュ大統領による新宇宙政策が発表されて以来、

新たなプロジェクトに資金を充足させるため、宇宙生物学研究に代表されるISSの科学予算に圧

縮の加わることがしばしば懸念され、そのような動きに対して色々な団体、方面から再考を求める

活動がくり返し続けられてきた（１０～１４）。ブッシュ大統領による新宇宙政策の発表直後、すで

に2004年3月には、米国宇宙開発黎明期の国民的英雄であるジョングレン元上院議員はジョン

ケリー上院議員と共に、「進行中、準備中のプロジェクトを中止しても予算削減効果は少なく、こ

れまでNASAに信頼をおいてきた科学者達やNASA内の数十年にわたって彼らの人生をNASA

へ捧げてきた科学者たち、その活動は数百万ドルにも及ぶ経費を掛けてきたものであるが、そん

な彼らの足元をすくうことになる。 月への有人探査には賛成だが、火星への足がかりとしての費

用対効果は薄い。今回の案に従うなら月に資金を投入し かえって有人による火星への到達を遅

らせることになりかねない。火星へ行くなら直接行くべきである。」と反論を展開している。（１０）。 

現実はそれからほぼ1年半後、セントリフュージ施設の開発中止が発表された期をほぼ同じく

して、NASAは自身のエイムス研究センター （Ames Research Center: ARC）において宇宙基礎

生物学分野に携わってきた科学者を400人ほど、解雇する発表も行った（１４）。今回は以前には

見られたような専門家の第三者による評価、判定を受けることもなく政策の決定が行われ、本分

野からNASAがかくも大きな規模でよしんば一時的でも撤退したことも過去に例がないなど、米国

においてNASAへ供出しうる限られた財政の中、新宇宙政策の推進へかける米国現政権の並々

ならぬ決意、強い意志の存在が垣間見れる。これまでISS計画、宇宙開発の分野で重要視されて

きた宇宙基礎生物学の継続、発展の流れに対して大きく影響する今回の政策決定、そこに至る

までの過程で、米国内を始め国際的に宇宙生物学に携わってきた研究者、研究者コミュニティか

ら計画の継続を求める陳情がくり返し行われてきたが（１５～１８）、NASAにおいては規模の縮小

のレベルに留まらなかったと言う現実を向かえるところとなった。今後ISSにおいて、米国研究者

コミュニティを含む当分野の研究、開発がどのように着実に行われてゆくこととなるのか、ISS計画

初期の頃の青写真と比較して、今後乗り越えるべき課題、ハードルは格段に上がったと言わざる

をえない。にもかかわらず 、当分野の研究･開発の推進は人が火星へ実際に向かうなど長期有

人宇宙ミッションを実現するためには必要欠くべからざる知識、対策の方針を与えるものでもあり、

有人による太陽系進出という観点から、それらの研究・開発を実施する重要性、必要性が唐突に

色あせたものに変貌したということでないことだけは確かである（１９～２１）。 

スペ－スシャトルの飛行回数の削減、2010年の引退の計画の発表を受けて、現在NASA、欧
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州宇宙機関（European Space Agency: ESA）、ロシア宇宙機関（Russian Space Agency: RSA）、

JAXAにおいては、ＩＳＳへの人員や物資の補給手段を確保するための新たな動きを見せつつあ

る。RSAは2004年2月から計画を掲げたクリッパーという新たな往還機の開発（２２）に対する資金

提供を含む共同開発の提案を米国を始め、日本、欧州へくり返し打診し、それに対して日本は

2005年10月（２３）、欧州宇宙機関は2005年6月（２４）、7月（２５）、8月（２６）、12月（２７，２８）、

ロシアの提案に対して関心を示した旨、報道が見られた。ここ最近数ヶ月は、NASAから民間企

業へその目的を達成できるロケット開発、計画参加の呼びかけを行っている状況が見られ（２９～

３３）、年が明けて2006年に入り、ESAからは改めて、ISSと地上との乗員や物資の輸送に複数種

の往還機の存在を必要とすることを説いた発言がみられた（３４）。一方、ロシアからは彼らの新た

な往還機による、低地球軌道へ人や物資の輸送を開始できる時期の見通しが発表された（３５，

３６）。 

 今後のISS開発計画にも実際影響を及ぼす可能性のある周辺状況として、各国の宇宙政策、共

同開発に関する調整などの動きに広く目を転じれば、特に昨年後半より中国とロシアが将来の月

ミッションに協力し合う方向の調整が頻繁に見られるようになりつつあり（３７～４２）、一方米国内

からは今後の中国の宇宙活動の進展に注目する向きや、中国との新たな宇宙における協力体

制の構築を検討すべきとの意見も散見されるようになってきている（４３～４５）。 

 

2．セントリフュージ施設（CF）の概要 

 現在知られているすべての生物は地球の１G という一定の重力環境下で進化発展してきたもの

であるが、一方、生物が定常状態では決して受け続けることのなかった微小重力という未知なる

因子による影響を、地球周回軌道、あるいは惑星間飛行軌道上では常に受容して行くこととなる。

軌道上環境の主要な因子である微小重力と宇宙放射線は、特に滞在期間が半年から数年と長

期間に及ぶ場合、搭乗員の健康に重大なリスクをもたらすと考えられている。そのため、この効果

に関する科学的理解を深め、最終的にはそれらに対する十分な対応策を確立していかなくては

ならない。21 世紀を迎え、人類が宇宙へ活動の場を拡大することが想定される今日、火星旅行、

月での定住や宇宙ステーションでの生活を安全に営む技術を蓄積して行くためには、事前に

様々な重力レベルで生命活動を維持する方法を学んでおく必要がある。直径 2.5m の遠心機ロ

ーター を持つ本セントリフュージ施設は、多様な生物種に対する重力変化の影響を一様に観測

することを史上初めて可能とする軌道上施設として設計された。すなわち、本セントリフュージ施

設は宇宙生物学研究の中核的な軌道上施設として稼動する予定のものであった。 

 セントリフュージ施設は、セントリフュージ搭載モジュール（CAM）内において、直径 2.5 ｍのセ

ントリフュージローター(CR)を基本コンセプトに構想された低地球軌道上の宇宙生物学研究施設

である。その構成要素として、ライフサイエンスグローブボックス(Life Sciences Glovebox: LSG)、

各種生物飼育箱(Habitat: ハビタット)、ハビタット収納装置(Habitat Holding Racks: HHRs)、

保管装置(Stowage Racks)、顕微鏡、冷凍冷蔵庫等が含まれる（図―１）。 
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図－１ セントリフュージ搭載モジュール（CAM）内の主要装置 （NASA 提供） 

 

 生物試料や実験器具、試薬などがスペースシャトルなどの往還機によって地上からISS へ運搬

され、CAM にもたらされると、一旦保管する予定の試薬、器具類は保管庫や冷凍冷蔵庫に収納

される。一方、生物試料は輸送用の生命維持装置からライフサイエンスグローブボックス（LSG）

の内に移される。そこで必要とされる処置などが行われた後、実験計画に従って大きく２つのグ

ループに分類されることとなる。すなわち、一つは軌道上の微小重力環境下で以後、飼育、培養、

栽培などの行われるグループ（群）、もう一つは CR によって軌道上で人工重力を負荷されるグル

ープ（群）である。それぞれの群とも生物試料の種類ごとに対応する特定のハビタットに移され、

前者はHHR へ、後者は CR へ搭載されることとなる。すなわち、前者は微小重力環境にて維持さ

れる群、後者は人工重力を負荷される群となる。以降、実験計画に従い、試料の処置などが必要

な際、また LSG 内に試料を移動し、必要な試薬、器具も合わせ使って搭乗員が実験実技を行う。

それら処置の終了後はまたそれぞれの群は同様に微小重力、あるいは人工重力環境下で維持

される。実験の終了時には試料を再び LSG に移して、化学固定や解剖、試料の小分けなどの

様々な処置を済ませ、最終的な保存のできる状態に加工し、地上へ下ろすまでの間、保管庫、

冷凍冷蔵庫などの装置にて保存される（図―２）。 
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図－２ CAM 内における生物学実験操作の流れ [（）内は開発担当の宇宙機関を示す] 

 

LSG は以上述べたごとく、生物試料を隔離された作業環境にて取り扱うことを可能とする

装置である。内部に顕微鏡を搭載することも可能で、生物試料の各種実験操作(動物の解剖、

細胞の播種、薬物処理、植物種子等の収穫、顕微鏡観察用試料の作製ならびに顕微鏡観察)

などが行える。すなわち、CAM 内で生物学実験の作業を行う環境を提供するために設計され

た専用のグローブボックス、さらに平易に述べるならば 実験者がグロ－ブを手に装着した上で外

部から操作して内部の生物試料等に対する実験作業を行うための箱状装置である。作業環境と

人など外部環境とを隔てる必要性として、ISS 内部の宇宙飛行士の活動や健康に対して生物試

料や試薬に起因する悪影響が及ぶことを防ぎ、かつ生物試料等に対して ISS 内部の空気や飛行

士等に由来する成分からの不必要な影響が及ぶことを防ぐ目的による。船内与圧部から隔離さ

れた環境が提供されるのみならず 、一度に 2 つのハビタットをセットした状態で 2 人の宇宙飛行

士が同時に共同して生物試料に対する各種実験操作が行える仕様とされ、そのためもあり LSG

の確保する隔離空間の容積は 450 リットルというISS 中最大の規模となっていた（図―３）。 
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図－３ ライフサイエンスグローブボックス（LSG）（JAXA 提供） 

 

 ハビタットは各種生物種に対応して異なるタイプの開発が進められた（図―４）。哺乳類小動物

用の Advanced Animal Habitat (AAH)、鳥類卵孵化用の Avian Development Facility (ADF)、

水棲生物用の Aquatic Habitat (AQH)、高等植物用の Plant Research Unit (PRU)、高等無脊

椎動物・昆虫用の Insect Habitat (IH)、細胞培養用の Cell Culture Unit (CCU)、細胞や小型

生物試料用の Incubator (インキュベーター)がある。 

 

 

図－４ 各種ハビタット（NASA、JAXA 提供） 
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 特に、哺乳類の実験小動物、ラット・マウスを軌道上で微小重力ならびに人工重力の環境下で

飼育できる機能を持つものがこれまでの宇宙実験装置には存在せず、このセントリフュージ施設

が宇宙開発史上初になる予定であった。他の生物試料である植物個体、細胞や微生物、水棲生

物、昆虫を用いて、軌道上で重力を負荷した実験も合わせて実施するのは他の ISS 搭載に予定

された数種の生物装置で可能であるものの、これらと比較して群を抜いて大きい試料サイズのラ

ット・マウスを対象に、同様の実験を可能とするのは本施設で初めて可能という仕様になっていた。

そのために他の ISS 搭載セントリフュージ装置と比べ、著しくその回転半径に桁違いの大きさが

要求されたものである。 

 CR（図－５）は各種ハビタットを搭載することにより、宇宙ステーション上の生物試料に対して選

択可能な人工重力を提供するものである。軌道上で各種生物をそれぞれ専用のハビタットに収

容した後、軌道上 1G 対照実験や重力閾値を求める低重力実験、あるいは 1G よりも大きな重力

など、それぞれの実験目的に応じた人工重力を生物試料に負荷する用途に用いられる。定常的

に回転するユニットである直径 2.5m の CR は、0.01 から 2G までの人工重力をつくるこ

とができる。重力の大きさは選択可能であるため、研究者は生物に異なった重力レベルが

どのように影響するか比較し研究することが可能である。この特徴から、重力の効果を他

の影響因子から差し引いて調べることができる。CR は ISS において最も大きな遠心機であり、

最大４つのハビタットを搭載した質量 1.2 トンのローターを最速 42rpm の回転数で連続回転し、

軌道上で最長 90 日間、特定の人工重力環境に各種生物試料を曝露することが可能な仕様とさ

れた。また、ISS 搭載の他の小型な遠心機と区別すべく、CR は 2.5m セントリフュージともしばし

ば表記された。 

 

図－５ セントリフュージローター（CR）（JAXA 提供） 
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 上で述べたように、各種ハビタットをCAM 内の CR 以外の部位に収納し、微小重力環境にて生

物試料の飼育、培養あるいは栽培を可能とする装置がハビタット収納装置( HHR)である。 

試薬、生物試料の保存や生物学実験に用いる器具類等の保管を目的とした冷凍冷蔵庫や保

管庫もCAM 内に搭載されるものとされた。 

CAM（図－６）は上記の諸装置を載せて、日本の Kibo や ESA のコロンバス モジュール

(Columbus Orbital Facility：欧州実験棟)等と共に ISS を構成する一要素、直径 4.4m、長さ

9.5m の寸法、約 10 トンの質量を持ったモジュールとして設計された。 

 

 

図－６セントリフュージ搭載モジュール（CAM）（JAXA 提供） 

 

3. セントリフュージ施設(CF)の開発 

3.1. JAXA による開発 

  NASA は ISS 計画初期段階の 1986 年当時から、セントリフュージ施設の開発構想を ARC を

中心に進めてきた。その一方、予算の問題から開発段階へ速やかに移れずにきた経緯があった。

そうした状況下、1997 年 9 月日本とNASA が協議し、日本がセントリフュージ施設の主要な３つ

の要素を開発し NASA に提供するという原則合意に達した。CAM は Kibo 船内実験室（長さ

11.2m）とほぼ同じ寸法の大きさを持ち、NASDA の日本実験モジュール開発で培った経験や技
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術を土台にし、さらにその上に積み上げる技術の進歩･蓄積が図れることも日本側が開発を担う

大きな理由とされた。セントリフュージ施設の開発に係る要求仕様については、NASDA/NASA 

で継続的に調整の上、詳細につめてゆくこととした。 

 年を明けた 1998 年からCR、LSG、CAM の具体的な開発が日本側で始められ 、数多くの難度

の高い要求、技術課題を克服してきた。しかしながら、2005 年 10 月、正式に NASA から開発の

中止のレターを受け取り、開発未了の段階ながらプロジェクトを終了させた。JAXA の担当したセ

ントリフュージ施設の開発計画スケジュール（2005 年 11 月現在）を図－７に示す（図－７）。 

 

 
図－７ JAXA・セントリフュージ施設の開発スケジュール（2005 年 11 月時点） 

 

3.1.1. CR の開発 

 CR の開発に特徴的で、高い難度の要求技術として以下のものがあった。大きな質量を持つ（約

1.2 トン）大型回転体を微小重力環境の有人モジュール内で安全に回し、安全にエネルギーを

吸収して止めるための技術。回転機構を介して、環境制御に必要な冷却水を供給し、またデータ

信号・ビデオ信号・電力を伝送する技術。微小重力環境を乱さないための振動絶縁技術および

質量バランス制御技術。微小重力下、狭い与圧空間、限られたツールという制約のもとで大型ペ

イロードを修理・維持するために必要な人間工学設計技術などである。 

2000年10月に行われた基本設計審査(Preliminary Design Review: PDR)  の後、リソース(重

量、電力、排熱、艤装スペース等)に係る技術要求の見直し統合が行われた結果、ハビタット数



 109 

の削減(8個から4個)などの設計変更や制約条件が見直され、ほぼ最終的な要求仕様に固まった。

2002年3月にはデルタPDRが行われ、詳細設計に移行した。 

 CR は ISS エレメントの中で破格の大きな回転エネルギーを持つため、ISS 全体の安全に影響を

与えないことを配慮して開発が進められた。具体的には、ローターが急停止した場合にローター

や CAM/ISS 側に有害な荷重が発生し、構造を破壊することが想定されるため、確認された原因

すべてに対して対策が施され、急停止に対する安全設計技術を獲得した。2002 年 6 月から7 月

に、CR の安全設計に関する国内の学識経験者による外部評価が行われ、2002 年 9 月の NASA

の安全審査においてその技術が承認された。 

2004年11月、構造の詳細設計審査(Critical  Design Review: CDR)により、主構造のフライト

品(Flight Model: FM)の製作試験に移行した。ハビタット支持構体等の製作が完了し、総合組

立に入る前に中止するところとなった。 

 

3.1.2. LSG の開発 

 LSG は、宇宙環境利用において最大（450 リッター）のグローブボックスであり、二人の搭乗員が

同時に操作可能な隔離作業空間を備えることが大きな開発要素であり、ラット・マウスなどの小動

物や高等植物個体といった、宇宙実験では比較的大きな生物試料を対象として、解剖・播種・収

穫などの処置の行えることが基本的な技術要求であった。 

 具体的に克服すべき課題として掲げられたのは、搭乗員の生活環境と生物試料の実験環境が

互いに影響し合わないようにするための隔離技術。隔離空間内の環境（温度、風量、光度等）を

正確に制御する技術。微小重力環境下における操作性・メインテナンス性を向上させる人間工

学技術。スライド機構を利用した大型作業空間と支援機器の収納・艤装技術などであった。 

1999年12月、基本設計審査を完了し、以後詳細設計に進んだ。2001年4月に開発モデル

(EM)を用いて、NASAと共同による搭乗員審査(Crew Review)が行われ、人間工学的見地から

操作性等に関する審査を経て、その結果を詳細設計に反映した。2004年8月にLSGに関する詳

細設計審査が実施され、結果を受けてフライト品の製作試験に移行した。フライト品製作は完了

し、一部の不具合処置を残すのみであり、システム試験の６－７割完了時点で中止するところとな

った。 

 

3.1.3. CAM の開発 

CAMの開発においては、日本のKiboの開発を通じて蓄積したインテグレーション技術を元に、

たくさんの種類の大型の生物学実験装置と宇宙ステーション共通品とを構成品としたシステムイ

ンテグレーションを実施した。 

 CAM の開発当初は、基本的に JEM と同じ構造で全長だけを変更する設計であったため新規

開発要素はないものとされ、1999 年 9 月に基本設計審査の後、詳細設計に移行した。しかしそ

の後、当初の計画であった Bottle Ship 方式の CR 組込みが困難なことが判明したため、天頂部

分を広口瓶構造に変更し、そこから CR を組込むこととした。これにより、予め組み立て試験され
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たCR をそのまま CAM 内に組み込むことができるようになったが、この設計変更部分は新規開発

となった。結果、ドーム変形時のシール性への影響等の調査、並びにドーム構造の工作性の確

認が必要となり、それぞれシール開発試験とドーム工作試験が行われることとなった。2002 年 8

月にはボルト結合ドームの基本設計審査、さらにボルト結合ドームの試作試験等を行い、2004

年 12 月の詳細設計審査を経た後、ドームフライト品の製作試験に移行した。ボルト締めエンドド

ーム技術はシール実機試験を行って実証し、主構造製作はほぼ完了で、主構造試験及び艤装

に入る前に中止するところとなった。 

 

3.2. NASA による他の CF 構成要素の開発 

 改良型の哺乳類小動物飼育装置(AAH)（図－８）は 2005 年 12 月に詳細設計審査を経て、フ

ライト品の製作試験に移行したが、2005 年 9 月、開発の中止が決定された。別のハビタットであ

る、高等植物の個体試料の栽培を目的とした植物研究ユニット（Plant Research Unit: PRU）も

また同月、開発の中止が決められた。 

 

 
図－８ ISS 搭載用ラット飼育装置（AAH）（NASA 提供） 

 

4. ISS/CAM を用いた宇宙生物学実験 

4.1. 生物試料 

ISS/CAM で実験に供する生物試料として、哺乳類小動物個体（高等哺乳類実験動物としてラ

ット、マウスなどの齧歯類）、植物個体（高等植物実験試料としてアラビドプシス、小麦、稲など宇

宙実験用植物の中では比較的大型な植物個体）、ニワトリあるいはウズラの受精卵、水棲生物個

体（メダカ、ゼブラフィッシュなどの魚類や両生類、クラゲなどの水棲無脊椎動物個体、あるいは
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各種水棲植物個体）、昆虫個体（高等無脊椎動物としてショウジョウバエ、コオロギ、蚕等の昆虫

個体）、培養細胞や微生物等（多種多様な細胞試料）が計画されてきた。 

  

4.2. 生物試料の地上・ISS 往還輸送シナリオ 

 生物試料の ISS への輸送は生命維持が比較的容易で、かつ打ち上げ重量を低く抑えられる状

態で実施することが基本とされた。 

植物は種子もしくは芽生えの状態で ISS へ搬入し、軌道上で発芽･栽培など生育実験を経て、

地上に回収後研究実施に必要とされる結実種子試料の採取や器官、組織部位の調製、小分け、

封入、化学固定などの試料確保の準備を行い、室温もしくは冷蔵冷凍保存して地上へ回収す

る。 

水棲動物（魚類、両生類等）、昆虫は受精卵もしくは発生直後の状態で ISS へ搬入し、軌道上

で発生孵化・発育など飼育実験を経て、地上に回収後研究実施に必要とされる次世代受精卵試

料の採取や、器官、組織部位の調製、小分け、封入、化学固定などの試料確保の準備を行い、

室温もしくは冷蔵冷凍保存して地上へ回収する。 

細胞、微生物は凍結保存もしくは生命維持要求の比較的少ない低温保存などの状態で ISS

へ搬入し、軌道上で洗浄、播種、植え継ぎなど培養・継代実験を経て、地上に回収後研究実施

に必要とされる試料の調製、小分け、封入、化学固定などの試料確保の準備を行い、室温もしく

は冷蔵冷凍保存して地上へ回収する。 

ニワトリあるいはウズラの受精卵は要求される温度条件などを確保した状態で ISS へ搬入し、

軌道上で一定期間発育実験を経て、地上に回収後研究実施に必要とされる受精卵試料、あるい

は器官、組織部位の調製、小分け、封入、化学固定などの試料確保の準備を行い、室温もしくは

冷蔵冷凍保存して地上へ回収する。 

 上記の生物試料の地上からISS への輸送時のリソース要求は比較的低いレベルで抑えられると

考えられる。 

一方、ラット・マウスを実験試料とした場合は搬入時にリソースの確保が要求されるという点で、

上記の実験試料の場合とはシナリオが異なってくる。この場合は動物個体を Animal Enclosure 

Module（AEM）（図－９）等の電力供給が要求される小動物飼育装置に収容した状態で ISS へ搬

入する必要がある。ISS へ移した後は AAH を用いた発育、交尾、妊娠、出産など飼育実験を経

て、地上に回収後研究実施に必要とされる個体試料の解剖、器官、組織部位の調製、小分け、

封入、化学固定などの試料確保の準備を行い、室温もしくは冷蔵冷凍保存して地上へ回収す

る。 
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図－９ NASA スペースシャトル搭載用ラット飼育装置（AEM）（NASA 提供） 

 

 また ISS/CAM/AAH の利用が開始するまでの期間においては、スペースシャトルのミッドデッ

キロッカー施設を利用して、微小重力実験のみの実験という条件付きの小動物実験ならば 実施

することが可能である。当施設は電力供給能力などを装備するため、ISS/CAM/AAH と比較す

ると実験期間も数週間程度とはるかに短くなるが、実際最大 12 匹のラットもしくは 24 匹のマウス

の軌道上飼育実験を実施できる。 

2004 年 9 月時点で NASA は、ISS/CAM/AAH 利用開始後の許容される試料回収重量は最

大 5kg は確保できると見積っていた。さらに、ISS/CAM/AAH のラット等小動物を用いた研究プ

ログラムは、たとえスペースシャトルが退役した後も、代わりとなる宇宙機が電力供給能を持つミッ

ドデッキロッカー装置を備えるか、もしくは ESA/NASA で研究中のそれ自体で電力供給能のある

動物輸送ユニットの開発･利用がされるならば 実施可能であると述べていた。 

 

4.3. ISS/CAM/AAH における哺乳類小動物実験の必要性 

特定の因子がヒトの寿命に及ぼした効果を事実確認するには、注目する特定因子の負荷が開

始されてからそのヒトの寿命がつきるまで待たねばならない。その場合、調査研究の成果を上げ

るまでの期間は概ね数十年は要し、かつ死亡をもたらした原因を特定するため疫学的アプロー

チをとる場合、三桁四桁に及ぶ数の試料数の確保が必要となる。一方、論理は別として、実際人

道上、医学の福祉的目的の観点から、健康を損ね寿命を短くするような処置を被験者に及ぼす

ことは改めて述べるまでもなく、現実にはまったく許されない。 

宇宙開発の現場においては、宇宙環境が宇宙飛行士に及ぼす寿命への効果(発ガンリスクの
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増大や老化促進)を実際のデータとして取得するには、その人の残された寿命を経た後のおそら

く数十年にもわたる期間を要することとなるが、一方、寿命のはるかに短い小動物をモデルとして

扱えるならば 、比較的短期間でその過程を科学的検証することが可能となる。 

結果を得るのに要する期間の長短のみならず 要求される試料数の点から言っても、上記の方

法論は科学的結論をできるだけ迅速にかつ確実に得ることを目的とした場合、最善のアプローチ

とは言いがたい。哺乳類は進化の結果、非常に多様化し現在地球上での繁栄を極めた生物種と

なったため、それぞれ一見姿形が大きく異なったものになっているが、哺乳類間での DNA 上の

距離は他の動植物と比較すれば圧倒的に相互に近く、ほぼ同類と言えるほど多くの生理学的特

徴を共通して持っている。一方、本川達雄著による『ゾウの時間 ネズミの時間』において紹介さ

れているように、同じ哺乳類でも種別の大きさの違いに従って寿命の長さはまた大きく異なってい

る。小動物ラットやマウスが実験動物として久しく用いられてきたのはヒトと同様の生理学的特徴

を持ちつつ、かつはるかに寿命の短いこともその理由として上げられる。それに加えて、実験動

物として極めて個体差の小さい試料群が得やすいこと、さらに影響の有無、影響効果の程度を

正確に判別することが科学実験において必須であるが、その手法である統計学的処理に十分な

ほどの数の試料数も容易に確保できることがその上トランスジェニックマウスやノックアウトマウス

など、特定の遺伝子の導入や欠損した実験動物が作製され、各種病態や重要な生化学的機序

の解明に多用されている点も有利性を示す要因として上げられる。特に遺伝子組替え動物の利

用は、宇宙医学研究の進歩の確実性を高めるために欠かすことのできない実験手法を提供する

ものと言える。また、ヒトを実際的な実験対象として扱えず他に代案がない場合、医学発展のため

に動物実験ならば実施するのも許容されるところとなり、そのおかげで取得されたデータからヒト

を対象とする医学研究に根本的な方向性を与えることが可能となる。実際それは地上のこれまで

の長い歴史を持つ生物学研究、基礎医学研究において営々として行われてきたものであり、実

際これに替わる研究手法はないと言える。 

宇宙環境利用においても、数年に渡る有人火星ミッションの事前検証を行ってそれを実際に

達成するために必要な科学的データを取得するには、低地球軌道環境における哺乳類小動物

を用いた本手法の実験実施を欠かすことができないものである。さらに軌道上で動物の解剖を行

うことにより、地上とは様相が異なることが判明している微小重力下における飛行士への外科的

処置、その技術を高めることに繋がるとも考えられる。低地球軌道上の生物学実験施設を用意し、

そこで始めて利用可能となる微小重力あるいは人工環境下での哺乳類動物実験、その実施の

必要性ゆえ、世界中の宇宙生物学研究者はこれまでくりかえし ISS/CAM/AAH の利用を強く要

望し、2004 年 1 月の新宇宙政策が掲げられるまでは、NASA においても特にそれらセントリフュ

ージ施設が予算を振り分けても開発が進められてきた訳である。 

 

4.4. ISS/CAM 利用軌道上実験 

4.4.1. 軌道上 1G 未満・低重力実験（主に重力閾値実験） 

地上では 1G より小さな範囲の重力環境を、数ヶ月におよぶ長期間、安定的に作り出すことは
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現実的に不可能である。一方、CR は他の ISS 搭載遠心機同様、長期間にわたって特別な重力

環境を生物学研究に提供することを可能とするが、これが認められてきた大きな価値の一つであ

る。 

21 世紀の幕が開け、ガガーリン以来宇宙へ人が旅立つようになってすでに 40 有余年経過し

たが、微小重力の作用によって人に起こる生理学的反応とそのメカニズムについて科学的に証

明されてない点が依然として数多く残っている。今世紀には達成されると期待される有人火星ミッ

ション計画を現実のものとして実際に軌道に乗せるためには、宇宙飛行デコンディショニング

（spaceflight deconditioning）と呼ばれる宇宙環境の状態下で搭乗員に生じる、様ざまな生理

学的諸問題（宇宙酔い、骨や筋肉の減少、心循環器系動態の変化、免疫力の低下など）を事前

に解決する手段を見つけ出しておかなければならない。その達成される見込みが立って初めて、

有人火星ミッション計画が具体化に向かって動き出すこととなる。本目的の実現のためにも利用

できるものとして企画されたものこそ、ISS における生物学研究の中核施設と位置づけられたセン

トリフュージ施設と言える。AAH を搭載して、ヒトの個体モデルとした哺乳類実験動物を、微小重

力、低重力のそれぞれの環境で長期間飼育し、微小重力環境長期被曝に伴って生じる骨や筋

肉等の萎縮の進行を抑制する人工重力の必要最低限な大きさや作用頻度、作用時間など、基

礎データが取得される予定となっていた。それらのデータが揃って初めて、有人火星宇宙船に要

求される人工重力の作用条件の具体的検討を開始できるからである（図－１０）。 

 

 

図－１０ セントリフュージ施設の重力閾値実験の流れ 
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人工的に作成する遠心力（重力）の大きさは半径の長さ、回転数の二乗に比例する。過去の

研究結果、ヒトのヒューマンファクターや生理学的効果の見地から、回転数を 4rpm 以上にあげる

ことは不適切とされ、結果として4rpm を最も高い回転数として維持した上で求めるG 環境に対応

して回転半径を変える方法が推奨されている（４６，４７）。1G を4rpm で人工的に作成する場合、

回転半径は～56m で、それは当然、宇宙船全体の長さに影響を及ぼし、全長は～130m もしくは

それ以上となる。一方、3/8G(火星の重力)を 4rpm で人工的に作成する場合、回転半径は～

22m、全長は～64m で足りる。人工重力の要求されるレベルが大きくなるほど、トラスは大きな構

造重量となり、それを支えるための強度もまたより強く、電気ケーブルの重量も増え、居住区モジ

ュールの重量もその高い G を支えるために増大し、結果、機体や燃料の重量もかさみ、すなわち

莫大な開発予算がさらに天文学的な数字にまで増大することとなる。このように、有人火星飛行

用に開発される宇宙機の基本的な設計情報を提供することが可能となる等、長期有人宇宙ミッシ

ョン立案の基礎データをもたらすため、生物学的見地に立って多様な重力閾値を明らかにできる

理由から、ISS/CAM/AAH で哺乳類小動物実験が優先度高く実施されると考えられてきた（９，

２０）。 

  さらに微細に補足すれば、宇宙飛行デコンディショニングの対策を講ずるための基礎データ取

得には、動物実験のみならず 細胞実験等によって分子レベルでの検索も合わせて行うことが要

求される。その状況を確保するため、人工重力を負荷する試料群と微小重力群と合わせて行う

細胞実験も、先に 2.で述べたように ISS/CAM/CCU の施設を用いて実施される予定で進められ

てきた。 

同様に上記課題に伴って、数年に及ぶ有人火星ミッションの期間中の食料源の植物や魚類の

栽培・飼育を想定して、惑星間飛行中にそれら試料に人工重力をどの程度のレベル、頻度、時

間間隔で与えれば、十分量の収穫や繁殖が可能となるか、それもまた明らかにする研究も

ISS/CAM/PRU、ISS/CAM/AQH 運用の中で実施することが可能であった。 

 さらに月や火星など、地球上よりも小さい重力環境に生物が長期間曝された場合、発生の段階

から成長、分化、加齢、老化、個体の生殖、妊娠、発生をくり返して世代から次の世代へと経るに

従い、生物がどのようにそれら従来と異なる重力環境に応答し、地球上では見られなかった新た

な形質を獲得してゆくのか、適応の過程について実験検証が可能になっていたと言える。ちなみ

に、宇宙生物学分野では近年、重力が生物を形作るという概念を、”Gravity shapes life”としば

しば表現されるようになっている。上記目的の実験例として、動物個体や心臓や骨、脳等の器官

培養を月や火星と同等の重力環境にて行う研究もあげられ、先に述べたヒトの各組織への重力

閾値の解明に続き、実験要望の出されることが想定された。すわなち、将来、ヒトを中心とした地

球の生物圏の活動範囲を地球から太陽系の他の衛星や惑星へ拡大するには予めこれらデータ

を蓄積しておくことが必須、大前提であり、ISS/CAM の開発・運用はこれら重要な本格的宇宙生

物学研究の前哨点確保と位置づけられるものであった。 
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4.4.2.軌道上 1G 対照実験＊ 

対照実験＊  (control)： 特定の実験系において、注目する変数や因子、操作等の変化に伴い

生じる効果を明らかにする場合、対象とする変数や因子、操作以外の条件については本実験と

同様な実験を行う、比較の基準作りが一般的に必要である。生物学実験では対象とする試料が

生物など複雑系を扱う場合が一般的であるために、特に対照実験の存在が実験実施の前提、そ

の存在が必ず何らかの形でも必須のものとされてきた。基準作りのための実験を対照実験、また

は単に対照（コントロール）と呼ぶ。注目する因子の変化を含む、条件を完全に包含した群を実

験群(experimental group)、対照テストを施した群を対照群(control group)とそれぞれ呼称する。

生物学の分野では、“対照なくして実験なし”の言葉もあるように 、対照実験がどれほど適切、精

密に行われたか、そのレベルによって実験の持つ科学的価値が定まると言えるほど、すなわち実

験成果を左右するのは対照実験の質に大きく依存するものである。 

軌道上環境の生物に及ぼす影響因子には大きく分けて二つあり、一つが微小重力、もう一つ

が宇宙放射線である。ISS において、CR を軌道上 1G 対照実験の目的に用いることにより、HHR

に搭載された試料の受けた影響の中で、地上に置かれた試料と比べた際の微小重力のみによる

生物試料への影響を科学的厳密性をもって正確に見積もることが可能となる。また地上 1G 対照

実験とCR での軌道上 1G 対照実験の両者から得られた結果を比較することにより、微小重力以

外の軌道上環境因子、すなわちその主要な要素となる宇宙放射線（厳密にはそれに加えて、宇

宙実験に特徴的な付帯環境[地上での運搬、打ち上げ、保存、回収など]、地球周辺変動磁場環

境を合わせた軌道上環境因子などを合わせたもの）が生物試料に与えた影響を差し引き見積も

ることが可能となる。 

ISS には CR に加え、ESA の Biolab や JAXA の Cell Biology Experiment Facility(CBEF)

等、生物実験装置自体に遠心機を装備し、培養細胞や小型植物個体試料等を軌道上 1G 対照

実験に供する機能を持つ ISS ライフサイエンス実験装置もまた存在するが、遠心機の半径長の

大きな違いから、CR を用いればより質の高いコントロール実験が実施できる。また ISS/CAM の

他にはない唯一の特徴として、それら小さな生物試料の他、上記に述べたように哺乳類個体や、

比較的大きな高等植物個体、水棲生物など多種多様な生物試料に対して、全く同一の条件によ

る軌道上 1G 対照実験の実現を可能とした点があげられる。生物学研究では生物の個体まるごと

を用いる in vivo 実験と、細胞等生命体の一つの構成要素を実験対象とする in vitro 実験の両

者から得られる知見を重ね合わせ、それによって初めて分子から個体レベルまでの現象を包含

したトータルの生命現象の解明に向かえることとなる。ISS/CAM は、この実験手法双方に対して

同一な実験環境を提供可能としたことも特記されるものであった。 

 

4.4.3. 軌道上 2G 以下過重実験 

1G より大きい加速度環境ならば地上でも遠心機を利用して当然作成可能であるが、２Ｇまで

ならCR において設定できる仕様になっていた。例えば 2 Ｇなど、地上と軌道上共に遠心機によ

る同一の加速度環境に生物試料をおいて、それぞれの生物試料がこの範囲の特定の重力環境
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に曝露されて生じた応答を比較することにより、軌道上環境のうち微小重力を除く環境因子（主

に宇宙放射線）の生物に与える影響を、地上 1G と軌道上 1G の両者を比較する場合よりもさらに

もっと正確・厳密に見積もれることになる。それは地上 1 Ｇ実験と軌道上 1G 実験について、共に

1G という同一の名称を冠するものの、実際は前者が地上で静置されているのに対し、後者は遠

心機の中で回転し続ける環境にあるという大きな違いを含むためである。両者の実験環境はコリ

オリの力や振動、騒音の有無等、物理的実験環境に実際はまだ隔たりを持つものである。つまり、

2 Ｇで共に回すなど、1 Ｇ同士の場合と比べて、両者の条件をより揃えることができれば、得られ

た実験結果はさらに厳密に正しいデータを提供するものとなる。 

宇宙滞在期間が半年から数年と長期になればなるほど、宇宙飛行士に与える生物学影響とし

て宇宙放射線による作用がより大きな割合を占めてゆく。宇宙放射線生物学分野の観点からは

ISS/CAM の活用により、宇宙放射線と微小重力が共に生物に加えられた場合、細胞レベルから

個体レベルの各階層にわたって両者の作用に相乗効果が見られるのか否か、依然として未解決

のこの問題を精査可能とする厳密な実験条件も選択可能となっていた。人類が近い将来に宇宙

ステーション長期滞在や火星への有人ミッション等、長期間宇宙環境に曝された場合、放射線発

ガンが地上において被曝する場合よりも促進されるのか否か、あるいは脳など中枢組織へ重篤

な影響を及ぼすことが見積もられている宇宙放射線、特に重粒子線による影響調査を行うため、

さらにはそれらに対する対策を講じるために、欠くことのできない軌道上研究施設として活用され

るものと期待されていた。 

 

5. 日本宇宙生物学コミュニティによる2.5m-セントリフュージ施設計画に対する活動 

  －セントリフュージ計画の継続要望とセントリフュージシンポジウムの継続的開催－ 

日本宇宙生物科学会（JSBSS）や米国宇宙生物学研究者、米国宇宙生物学サイエンスコミュ

ニティによる要望書提出 は、NASDA(JAXA)セントリフュージプロジェクトチーム科学担当と

JSBSS 事務局との調整、一致協力の下、企画立案・草案作成を行い、JSBSS 事務局からコミュニ

ティ内の賛同の取得、あるいは米国研究者、米国サイエンスコミュニティへの要請作業によって

実現されたものである。 

日本宇宙生物科学会大会・セントリフュージシンポジウムの開催は、NASDA(JAXA)セントリフ

ュージプロジェクトチーム科学担当とJSBSS 事務局との調整、一致協力の下、企画の立案・ゲス

トスピーカーの招聘を行い、さらに年会を主催した大会長の承認・賛同を得て、開催・運営され

たものである。 

2001 年 9 月 29 日、第 15 回日本宇宙生物科学会大会において、「国際宇宙ステーション大型

セントリフュージ実験計画要望シンポジウム」が開催された。これは同年 3 月以来、セントリフュー

ジ計画の縮小変更および完成の遅れが見込まれること、ならびに NASA の ISS での研究活動の

大幅な縮小へ向けた計画見直しの可能性を示す報道（４８）がなされてきたことに 起因し、

NASDA セントリフュージプロジェクトチームはそれを深く憂慮し、JSBSS 及び米国の研究者、米

国サイエンスコミュニティに働きかけて、JSBSS から6 月に NASA プログラムマネージャー Tommy 
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W. Holoway 氏へ、8 月に宇宙開発事業団（NASDA）理事長へ計画の再度見直しを要望する趣

旨の陳情書を送付した。加えて米国研究者、科学コミュニティからの要望書の提出も依頼し、そ

れぞれから要望書の送付が実施された。この流れから、NASDA の開発担当部局から開発計画

の現状、今後の予定などに関した最新の情報提供を行い、セントリフュージ施設の宇宙生物学

における重要性を改めて国内研究者コミュニティの外へ訴えることを目的に急遽、日本宇宙生物

科学会大会の緊急シンポジウムとして開催される運びとなった。しかしながら、予定した内容の豊

富さに比べ、確保できた時間の短さから、実際は NASDA からの報告のみでシンポジウムは終了

を余儀なくされ、よって時間の関係で登壇できなかった人を含むスピーカー予定者すべての者

から、それら内容を執筆記事として改めて寄稿することで会の総括とした。その「ISS・セントリフュ

ージの特集」が「宇宙生物科学」Vol.15 No.3 (November, 2001)に掲載されている。 

2002 年 11 月 8 日、第 16 回日本宇宙生物科学会大会において、セントリフュージ施設利用宇

宙実験に関するシンポジウム(国際宇宙ステーションを利用する生物科学実験の現状と将来  ? 

Complex Organisms Biology を中心として?   STS-107 Deputy Mission Scientist 向井千秋

宇宙飛行士に学ぶ)を開催した。これは 2001 年 11 月 21 日に JSBSS から NASA 諮問評議会

（NAC）へセントリフュージ施設開発を要望する書簡を送付し、2002 年 7 月 10 日の REMAP 勧

告の発表、JSBSS から文部科学省、NAC へセントリフュージ施設開発を要望する書簡を送付した

流れを受け、さらに向井千秋宇宙飛行士の本シンポジウム開催の趣旨に対する賛同・参加協力

を経て開催できたものである。 

2003 年は、NASA の独立評価組織であるREMAP(ISS 科学優先検討委員会)の委員の一人、

生理学・医学ノーベル賞受賞研究者 Richard J. Roberts 博士を日本へ NASDA による渡航資金

提供の下に招聘し、JSBSS-NASDA 共同開催のサテライトシンポジウムとして、一般公開形式の

形でより幅広い国民層を対象にセントリフュージ施設の重要性を訴え、開発の順調な継続を要望

する方向で準備が進められた。JSBSS 事務局及び JSBSS 企画担当との調整・了承を経て、米国

からスピーカーを招聘する用意が整い、最終合意を得る直前に開催準備作業が中断された。 

2004 年、NASA ARC よりNASA 側のサイエンス担当者をJAXA からの資金供与なしで JSBSS

大会におけるセントリフュージシンポジウムのスピーカーとして訪日されることを望む旨、NASA 

ARC へ非公式に依頼したところ幸いにも快諾を受け、NASA からのスピーカーを迎えたセントリフ

ュージシンポジウム開催の目安が立てられることとなった。実際、NASA 側に要望した Kenneth A. 

Souza 氏 (NASA, ARC, Life Science Division)をスピーカーとして迎えられることが実現し、同

年 9 月 30 日、第 18 回日本宇宙生物科学会大会において、セントリフュージ施設開発の現状と

今後の展望に関して、NASA ARC サイエンス担当部局と日本国内ユーザーコミュニティとの情報

共有、意見交換を目的にしたシンポジウム「宇宙ステーションセントリフュージの現状とゴール」の

開催が実現できた。  

2005 年 4 月 7 日付けで、JSBSS からNASA 次期長官 Griffn 氏宛に、セントリフュージ施設継

続の要望書を送付した。これは同年 3 月頃より、頻繁に国際宇宙ステーションの縮小計画が

NASA において検討中で、特にセントリフュージ施設が建設中止の有力な候補である趣旨の報
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道がなされてきたためであり、3 月には米国重力生物学会（ASGSB）がその進展を危惧する声明、

記事が発表された（１０）ことを受けて、ASGSB による働きかけを支持するために行われた。 

2005 年 9 月 6 日付けで、JSBSS は日本宇宙航空環境医学会および米国 Exploration Life 

and Medical Sciences (ELMS) Coalition と共同して NASA 長官 Griffn 氏宛に要請文を改めて

送付した（２１）。これは ISS に設置が計画されてきた大型セントリフュージに搭載する小動物実験

装置（AAH）について、同年 8 月 12 日に米国での開発の停止が報道されたことを受けたもので

あった（４９）。 

 

6.CAM/AAH 後継施設の開発動向ならびにそれへ向けた日本宇宙生物学研究者コミュニティの

活動 

  ESA は 2005 年 7 月、他の ISS 国際パートナーである NASA、RSA、JAXA に対して、

ISS/CAM/AAH （ラット用）の機能をほぼ継承した ISS 搭載用マウス実験装置 、「Mice on 

International Space Station: MISS（図－１１，１２）」の開発構想を持ち、基本的な設計までの検

討を済ませつつあることを明らかにした（５０）。ESA は欧州の宇宙生物学科学者から提出された、

その種の装置利用による実験計画の高い質・量に裏打ちされて、それに応えるべく検討を進め

てきたものであった。MISS は微小重力、1G までの人工重力（直径 80cm のローターを搭載）を複

数のマウスに負荷できる ISS 搭載用・長期飼育装置であるが、国際間の調整を経た後、今後 ISS

への物資等の補給がどれくらいの規模、間隔で実際に確保できるかといった点の不透明さなど

から、当面その開発は一旦棚上げする方向へシフトしてきている。 

 

 

図―１１ MISS 概観（ESA 提供） 
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図－１２ MISS ハビタット部分 （ESA 提供） 

 

2005 年 8 月、わが国の ISS セントリフュージ施設を用いた哺乳類小動物実験研究を希

求してきた研究者たちがまず結集し、ISS/CAM/AAH を用いた場合を想定した世界に冠たる

独創的な研究計画を日本内から作成、発信してゆくことをもって 2.5m-セントリフュージ

施設と同等な ISS 施設（上記、MISS に相当）の開発・利用の促進を国内外に働きかけて

ゆくためのコアとなるべく、具体的な活動を開始した。2005 年、宇宙航空研究開発機構 宇

宙科学研究本部による 2005 年度宇宙環境利用科学委員会研究班ワーキンググループ（WG）

に応募、採択された「哺乳類小動物を用いた宇宙生物学実験研究班 WG」がそれである。

その今後の動向、提出される研究計画、研究班 W/G の活動進展が注目される。 

 

７.おわりに 

ISS/CAM は、すべての ISS 国際パートナーに開かれた低地球軌道生物学研究所として、哺乳

類動物や細胞等を試料として用いた、低重力等の人工重力ならびに微小重力下での革新的な

研究環境を提供し、得られた成果は火星等を目指す有人宇宙開発、及び地上における人々の

健康の維持や増進、医学の発展に寄与するものと期待されていた。 

CAM は昨年 10 月に開発中止が決定されたが、世界中の宇宙生物科学者は今後とも同様の

実験研究を可能とする施設の開発、利用を求めてゆく活動、それに向けた意欲は普遍であり、実

際すでに ESA の同等の機能を持つ新規装置の開発構想や日本の研究者らの新たな活動にお

いて、具体的な形を見せつつある。それを支え、研究と開発を一体化した推進は今後とも世界の
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宇宙開発に携わる者たちが担わなければならない大きな責務であり、使命である。なぜなら、い

つの日か人を火星に送り、小さな赤い惑星を第二の地球に変えつつ新たな人間社会を構築して

行きたいという尽きせぬ衝動は、生息域の拡大を機会あるごとに求める生物というものの本態、

基本システムに根ざしたものであり、さらにはその基盤の上に築かれた他の生物種にはない特別

な好奇心と、さらなる地平、フロンティアを切り開く資質を私たちホモサピエンスが持ち続ける限り、

明日もまた人々はその彼方を望み、大航海の果てを夢見てゆくことを止めないからである。 

実際、21 世紀の幕が開けて数年、宇宙への大航海時代はようやくその端緒についたばかりで

ある。 
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